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2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 207 号 (2026 年 7 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 207 号 

米中両国を中心とする Physical AI/Embodied AI に関して内外の友人達と議論をした。 
6 月 5 日、『週刊エコノミスト』誌が、「ロボット技術は弱くない日本が AI は負けていた」と題し、尾形哲也早稲田大学教授に対する interview

記事を掲載した。教授は、「必ずしも『勝つ』必要はない。置いていかれないことが大事」と述べられ、「米中との差は簡単には埋まらないが、
遅れず、ついていくことが大切」と語られている。その直前の 5 月 28 日、中国の«新浪财经»紙は、BYD 社が robots 販売を計画している事
に関し李柯執行副総裁に対する interview 記事を掲載した。李柯氏は「中国の robot は brain (AI)が弱く、米国の robot は brain が発達しているが、
手足が弱い(中国的机器人就是缺一个大脑，那美国的机器人大脑很发达但四肢不发达)」と述べ、中国が robot の lead market となる事を予言した。
またこれに関して、Forbes 誌は 6 月 12 日付記事で注目する企業を 11 社挙げたが、残念な事に全て米中企業ばかりである(PDF 版 2 参照)。
尾形教授が示唆した通り、我々は激しい開発競争を繰り広げている米中両国に遅れる事なく、独自の開発を進めなくてはならない。  
また 6 月 5 日、OECD は調査資料“Policy Brief: AI and Skills: What We Know So Far”を公表した。資料はAI の技術的側面に注目するよりも、

むしろ AI を使いこなす人の技能(skills)を注目する事の重要性を強調している。そして製造業や中小企業の従業員の AI 関連技能の習得が
不可欠である事を記した。また AI 活用には digital 技術や data 分析に関した技能、更には問題解決や創出能力に関連した技能が重要で、
このため一段と高度の教育訓練を受けた労働者が求められる事を記している。こうした状況の下、企業は労働者に対して retraining や
upskilling を行う事が求められ、政府にはAI に必要な技能の変化を観察し、その変化に対応した政策を考案するよう提言している。 
資料は generative AI を導入した中小企業に関し国際比較を掲載している。労働不足や技能不足に対して AI が貢献していると回答した

比率では、日本が最も高い。即ちAI の普及率を上げる日本の中小企業政策は、効果が期待出来るかも知れないのだ(PDF 版 2 の図 1 参照)。  
黎明期にあるロボットには楽観と悲観、双方の見方が存在する。例えばシンガポールのメディア(Straits Times 紙)は 6 月 9 日、深圳の

service robot を試した事に関した記事を掲載し、実用化は未だ先である事をほのめかした。翻ってWall Street Journal 紙の 6 月 11 日付記事
は楽観的である(“House Robots Are Coming”)。また労働人口が減少に転じた中国がロボット開発に対する注力する姿を、Financial Times 紙が
6 月 24 日付記事(“Robot Nation: China Bets to Beats Its Demographic Decline”)で紹介している(PDF 版 2 参照)。  
小誌で何度も強調している通り、AI・Robotics は軍民両用技術(DUTs)だ。これに関し 6 月 5 日、米国大統領府がメモランダム(NSPM-11)

を発表した。米国は AI を安全保障上最も重要な技術であるとして、このために留意すべき政策方針を示した。これに関して、think tank
の戦略国際問題研究所(CSIS)が 10 日に発表した小論が興味深い(“Defining Autonomy: Why Software, Not Drones, Will Decide the Next War”)。著者
は、ウクライナ戦争の状況を観察した上で、多数の drone を統括的に制御する software こそ、将来、安全保障上最大の課題だと論じた。
確かにその通りだが、欧州や中東での戦闘を見れば drones の活躍は否定出来ない。しかも米国も drones の開発に熱心に取り組んでいる
(例えは PDF 版 2 のBreaking Defense 誌を参照)。筆者が注目したのは、ホルムズ海峡で撃墜されたヘリコプターの乗員を水上 drone(Unmanned 
Surface Vehicle (USV))が救出した事だ(PDF 版 2 のHill 紙、“Helicopter Crew Rescued by Unmanned Navy Vessel near Strait of Hormuz”を参照)。 

AI・Robotics の平和利用を推進するため、日本の技術者達が、この事例を参考にして海難救助等で救出・救命のための innovation を創出
してもらいたいと願っている。 

 

米中間の技術開発競争が激化する中、人材獲得競争も激しくなっている。両国間で歩み寄りの望みは…。  
技術開発競争の激化で人材の国際的な交流・移動に変化が生じている。米国の技術的覇権を打ち崩すために、中国は国際的人材移動に

神経を尖らせている(例えば中国の人材“囲い込み”政策に関する米 think tank(SCSP)の“China’s Top AI Talent Can’t Leave the Country—Here’s What 
Beijing Is Afraid of”や Straits Times 紙の“China’s Tech Giants Dangle Annual Pay Packages from $200K to Woo S’pore Trained AI Grads”、PDF 版 2 参照)。 
当然の事として、米国側もAI の情報・人材の中国への流出を警戒している。これに関し 6 月 15 日、Stanford 大学Hoover Institution が、

大変興味深い報告書を公表した(“Update: DeepSeek AI an the Great Talent Competition”)。報告書はDeepSeek 社の研究者について調べたものだ。
同社は米国の研究者を脅かす程、才能豊かな人材を擁し、また人材の半数以上が海外経験を持たないという。こうした事態は、中国国内
で高度な AI 人材育成体制が既に確立された事を示していると報告書は述べている(PDF 版 2 の図 2 参照)。  
このように米中両国共に相手に対する警戒心を高める事こそすれ、信頼醸成に努めようという態勢を取っていない事が明らかである。

筆者は友人達との機論の中で現況を表現する適切な言葉を、米国防情報局(DIA)の元高官が昨年著した本のから引用した(The Great Heist: 
China’s Epic Campaign to Steel America’s Secrets, December)。その言葉とは、国家安全保障の専門家マット・ポッティンジャー氏の言葉である。
即ち「米国の至宝(the crown jewel)であるAI 関連技術を中国から守るには、バイデン政権の“小さな庭に高い塀(small yard with high fences)”という策
では不十分で、“ブローニングM2 重機関銃で守られた壁(walls guarded by .50-caliber machine guns)”で守る」という対中不信感が溢れる言葉だ。 

 

地政学的に分断化した現状では、米中だけに注目していては「木を見て森を見ず」という状況になるが…。 
国際情勢が深い霧に包まれている状況では、内外の友人達との頻繁な情報交換が不可欠だ。海外の友人達からの情報を基に整理して、

自分なりの世界観を日々確認している。こうした中、6 月 15 日、ドイツの友人達が独経済復活に関する論文集を公表したと伝えてきた
(Germonomics: Neue Antworten für Wachstum und Wohlstand; 仮訳: 『ジャーマノミクス: 成長と繁栄への新たな解答』)。論文数は約 90 本。残念だが
全て読解する事は不可能で、そうした制約下で友人達と議論したのは、①フラウンフォーファー研究機構による innovation strategy 
(Innovationskraft entfesseln: Wie Deutschland sein Potential nutzen kann)、②Ifo 経済研究所による industrial policy (Moderne Industriepolitik zur Förderung 
von Innovationskraft und Anpassungsfähigkeit)、③独人工知能研究センター(DFKI)によるAI Strategy (KI für Deutschland Agenda)、④ブリュッセル
に在る think tank (Bruegel)によるmacroeconomic policy (Gemeinsame europäische Verschuldung: wie stark sind die Argumente?)だった。 
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彊国(キョウコク)の之を得るや、小を収むるを以てし、之を失うや、

彊(つよ)きを恃(たの)むを以てす。小国の之を得るや、節(セツ)を制する

を以てし、之を失うや、彊(つよ)きを離(はな)るるを以てす。    
                                                      (管仲) 

A strong state gains power by subduing the small; it loses power through reliance on its strength. A small state gains 
advantage through measured restraint; it loses ground when abandoning strong alliances. 

[彊國得之也以收小，其失之也以恃彊。小國得之也以制節，其失之也以離彊。]    
           (Guǎn Zhòng, a Chinese philosopher and politician during the Spring and Autumn period; 管仲)  

 
 

 
Jun Kurihara; 栗原 潤 

2 

前述の Germanomics に加え、Sanaenomics に関しても海外の友人達と議論する毎日だ。 
日本の政治経済社会に関し、海外の友人達から様々な意見が届く。その中で特に変わっていたので笑った意見は、或るドイツの友人が、

Der Spiegel 誌の昨年 10 月 4 日に掲載した高市首相に関する記事についての意見だった(„Die Eiserne Lady von Tokio“)。彼は、首相の「働いて
働いて働いて働いて働いてまいります(»Arbeiten, arbeiten, arbeiten, arbeiten, arbeiten«)」という発言に感動し、「メルツ独首相も日本の首相のように
懸命に働き、leadership (Führung)を発揮してもらいたい」と語りかけた事だった。 
筆者は「危機に直面するドイツは、アデナウアーの“宰相民主主義(Kanzlerdemokratie/Chancellor democracy)”の如く、強引な指導が必要」と応え、

日本に関しては、吉川洋東京大学名誉教授が 5 月に刊行した本(『日本—没落か再生か: 時代精神とアニマルスピリッツ』)に触れて応えた。
同書は、我々が豊かに暮らすには経済の健全性が不可欠として、MIT のスザンヌ・バーガー教授等が著した(Made In America, 1989)の中の
言葉—To live well, nation must produce well—に冒頭触れた。次いでシュンペーター先生の 1911 年にドイツ語で著した『経済発展の理論(Theorie 
der wirtschaftlichen Entwicklung)』中で論じた innovation に触れた(英訳版(The Theory of Economic Development)は、1926 年の第 2 版に基づき 1934 年
に刊行された)。初版と第 2 版は大幅に異なり、筆者は 28 歳の若き innovative なシュンペーター先生が著した初版が大好きだ。 
教授は、日米両国の“時代精神(Zeitgeist/spirit of the age)”の変化、“人の心”の変化を指摘している。米国では「マネーゲーム」化が進み、

日本では“戦中派”の退場と同時に「リスクを取る」事が消失していったのだ。そこで教授はケインズ先生の次の有名な文章に触れている:  
企業活動とは、「アニマル・スピリッツ、即ち不活動というよりも自然と湧き上がる衝動的行動の結果であり、数値化された利得に数値化

された確率を乗じた加重平均の結果ではない(a result of animal spirits — of a spontaneous urge to action rather than inaction, and not as the outcome of 
a weighted average of quantitative benefits multiplied by quantitative probabilities)」のであり、「企業の活動は、南極探検と殆ど大差ない程の正確さ
を有する将来の利益計算に基づくもの(Only a little more than an expedition to the South Pole, is it based on an exact calculation of benefits to come)」。  

また教授は、SONY で Playstation を生んだ久夛良木健(くたらぎ・けん)氏の言葉にも触れているが、それは本当に印象的だ:  
今の日本は、かつてのローマ帝国と同様「時計」が止まってしまっているのではないでしょうか? それは、「チャレンジしないサラリーマン

経営者」たちの存在です。失敗を恐れて自ら決断しない、まだまだ何とかなると高をくくっているサラリーマン経営者たちに共通するのは
「低いアンテナと高いプライド」。かつての幻影に囚われ、内向きの課題対応に追われるうちに、多様な可能性や、破壊的なイノベーション
に触れるチャンスをみすみす逃しています。  

また同書は、嬉しい事に筆者が大好きなサン=テグジュペリの有名な言葉—肝心なものは目に見えない(L’essentiel est invisible pour les yeux)—
にも触れている。そして後半には現在の日本の“時代精神”のより良き変化を期待し、オランダの歴史家ホイジンガの『中世の秋(Herfsttij der 
Middeleeuwen/The Waning of the Middle Ages)』の最後の言葉に触れた:  

“生活の調子”、人々の心が変わる時、初めてルネサンスが到来する(De Renaissance komteerst, wanneer de levenstoon verandert/The Renaissance 
comes first, when the tone of life changes)。 

教授は、『淮南子』や『荘子』、夏目漱石や森鷗外、更にはニーチェにも言及している。読者諸兄姉も是非読んで頂きたい良書である。 
 

6 月 17 日、オランダ訪問中の天皇陛下のスピーチが素晴らしい。 
オランダ国王・王妃主催の晩餐会で、陛下は世界情勢を踏まえ思慮深い内容の演説をされた。宮内庁のwebsite で観る事が可能である。

日蘭両国の交流と世界における両国の役割について、ジョークを交えた品格の高い英語で語られた。 
陛下は、4 世紀を超える両国の交流の歴史を顧みると同時に、第二次世界大戦時の悲劇にも丁寧に触れられた。周知の通り、昭和天皇

や平成天皇の訪蘭時、騒然とした反日活動が続いた。なぜならオランダの大戦時の記憶は消えてないからだ。日本軍の捕虜虐待に対する
辛い記憶が今尚残っているのだ。残念な事に蘭語が理解出来ない筆者だが、オランダの友人達に依れば、日本軍による虐待を記した本が
多数存在するらしい。また記録に依れば、戦勝国別で見たB・C 級戦犯の死刑執行事例は、オランダが最多で英国や米国よりも多いのだ。  
こうした史実を認識された上で、陛下はスピーチの中で次の様に仰った: 

“We must . . . never forget that there was once a time of suffering. It is truly sad that many precious lives were lost and many people were injured, including 
a large number of civilians, during the last world war. We must always strive to be modest in learning from our past history, listen to the pains and sorrows of 
the people with compassion, and must pass on our tragic experiences and hardships to future generations so that such sorrow is never repeated. Bearing in 
mind that there are those who continue to bear the pain of that time to this day, we must continue earnestly our efforts for peace.”  

幸いな事に、上皇陛下と天皇陛下の真摯な姿勢により、次第にオランダ国民の態度が変わってきていると聞く。この友好的関係が続く
事を切に願っている。だが前大戦が残した心の傷は深く、海外の友人の中には、父や祖父の時代に日本軍と戦ったという人が多くいる。
筆者も Harvard や Oxford、そして National University of Singapore で、気軽に何でも話し合える関係になると、悲しい家族の歴史を語って
くれるようになる。戦争とは、国が敵味方に分かれただけで、見知らぬ人間の間で残酷な行為が生まれる残酷なものなのだ。 

 

6 月 4 日の米国大統領府発表の資料にも注目したい。 
日米関係を注視している人は既にご存知と思うが、6 月 4 日、ホワイトハウスは次の様な発表をした—“America 250: Presidential Message on 

the Anniversary of the Battle of Midway”。即ち 6 月 4 日はミッドウェー海戦の戦勝記念日だ。日本の優れた戦史家の大木毅氏が先月発刊した
『ミッドウェイ海戦』は、帝国海軍の拙劣なる作戦をコンパクトにまとめた良書だ。特に作家である澤地久枝氏が著書『ミッドウェー海戦』
を通じて帝国海軍が隠蔽した史実を明らかにした点を称えている。  
両書を読めば、この海戦が「負けるべくして負けた海戦」だった事が理解出来る。両書に加えて、敗戦時、連合艦隊作戦参謀の千早正隆

中佐は、戦後の著書『日本海軍の驕り症候群』の中で、敗因を反省する事が「海軍部内でも連合艦隊でもついに行われなかった」と記した。
また敗戦時、駆逐艦「初桜」の航海長だった左近允尚敏大尉は、戦後の著書、『ミッドウェー海戦—「運命の五分間」の真実』の中で、「会敵
の前に、日本は敵についてほとんど知らなかったのに対し、アメリカは敵についてほとんど知っていた」と記している。そして帝国海軍最後の
軍令部総長豊田副武大将は、戦後の 1950 年に『最後の帝國海軍』を著したが、その中で、「私は、海軍の機密電報が敵側に解読されていたと
いうハッキリした情報は、きいたことがない」と記し、また「潜水艦戦に関する限りは日本が世界第一だというぐらいに、自惚れを持っておった」
とも語っている。帝国海軍の暗号が解読されていた事実は、ミッドウェー海戦直後に米マスメディアが暴露し、米国海軍自身が日本側に
察知されないよう気をもんでいた。また潜水艦戦に関しては、ニミッツ提督が戦後著書の中で、“the poor showing of the Japanese submarines in 
contrast to the remarkable success of the American boats”と記した。かくして残念ながら、日米両提督の“頭脳”の差は明らかである。  
戦訓を学ばず、慢心に浸る事の恐ろしさ。これは今の日本においても貴重な教訓である。筆者には太平洋戦争の歴史を詳細に知る米国

の友人を数多く持っている。彼等と今後とも、両国が学ぶべき歴史の教訓について語り合ってゆきたい。 
 

西太平洋情勢が気になる。台湾に関しては陸奥宗光の『蹇蹇録』の中の谷干城の意見を思い出している。  
内外の友人達と、西太平洋情勢について議論している。議論の基になる主な近著は Naval Institute Press の本だ—①London に在る think 

tank のRowen Allport 氏の著書(War Plan Taiwan: OPLAN5077 and the U.S. Struggle for the Pacific, Feb. 2026)、②中国海軍専門家—Toshi Yoshihara
氏と James R. Holmes 氏による著書(Red Star over the Pacific, Third Edition: China's Rise and the Challenge to U.S. Maritime Strategy, Mar. 2026)、
そして③元人民解放軍(PLA)将校で Central Oklahoma 大学の李小兵教授による著書(China’s Mahan: Admiral Liu Huaqing and the Rise of the 
Modern Chinese Navy, Mar. 2026)。そして今、谷干城が日清戦争後、台湾取得が将来の禍を招く事を警告していた事を思い出している。 
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私は部下を 4 つのタイプに分ける。即ち優秀、勤勉、

馬鹿、怠惰に。大抵の場合、2 つが組み合わさっている。

優秀で勤勉であれば参謀本部に必要な将校。次に馬鹿で

怠惰な将校がどの軍でも 9 割を占め、決まりきった仕事

に向いているのだ。優秀かつ怠惰なタイプが、トップ・

リーダーとして相応しい。難しい決断を下す時、明晰な

知性と強靭な神経とが必要だからだ。用心すべきは馬鹿

で勤勉な将校だ。重責を伴う仕事を託してはならない。

どう転んでも災難しか起こさないからだ。  
(クルト・フォン・ハンマーシュタイン＝エクヴォルト) 

I divide my officers into four groups. There are clever, diligent, stupid, and lazy officers. Usually two charactaristics are combined. 
Some are clever and diligent—their place is the General Staff. The next lot are stupid and lazy—they make up 90 per cent of every 
army and are suited to routine duties. Anyone who is both clever and lazy is qualified for the highest leadership duties, because he 
possesses the intellectual clarity and the composure necessary for difficult decisions. One must beware of anyone who is stupid and 
diligent—he must not be entrusted with any responsibility because he will always cause only mischief.   

[Ich unterscheide vier Arten. Es gibt kluge, fleißige, dumme und faule Offiziere. Meist treffen zwei Eigenschaften zusammen. Die 
einen sind klug und fleißig, die müssen in den Generalstab. Die nächsten sind dumm und faul; sie machen in jeder Armee 90% aus und 
für Routineaufgaben geeignet. Wer klug ist und gleichzeitig faul, qualifiziert sich für die höchsten Führungsaufgaben, denn er bringt 
die geistige Klarheit und die Nervenstärke für schwere Entscheidungen mit. Hüten muß man sich vor dem, der dumm du fleißig ist; 
dem darf man keine Verantwortung übertragen, denn er wird immer nur Unheil anrichten.]  (Kurt Freiherr von Hammerstein-Equord)  

 

Jun Kurihara; 栗原 潤 

3 

2. 情報概観  紙面の制約上、原則、参考になると筆者が判断した最新情報のみを掲載し解説や関連資料は一切省略。 
 
マクロ経済: Macroeconomics—Books, Papers, and Articles 
Tobias Adrian, Tobias et al., 2026, “Artificial Intelligence and Cybersecurity in the Financial Sector,” Note 2026/005, Washington, D.C., International 

Monetary Fund (IMF), June 30. 
Becker, Torbjörn and Moritz Schularick, eds, 2026, “Endgame: The State of the Russian Economy,” Kiel: Kiel Institut für Weltwirtschaft, (IfW Kiel) 

(Kiel Institute for the World Economy), June 11. 
Bloomberg (Richard Frost), 2026, “China’s Crackdown on Capital Outflows Has Broad Consequences,” June 5. 
Bloomberg (Sakura Murakami and Yoshiaki Nohara), 2026, “Takaichi Aims to Shape Legacy with Unprecedented Economic Plan,” June 30. 
Brandão-Marques, Luis et al., 2026, “Deeper and More Integrated Financial Markets to Foster Growth and Resilience in Europe,” Staff Discussion 

Notes SDN/2026/002, Washington, D.C.: International Monetary Fund (IMF), June 10. 
Chancel, Lucas et al., 2026, “The Global Justice Report: A Plan for Equality & Prosperity within Planetary Boundaries,” Paris: World Inequality Lab, June. 
Duran-Franch, Joan et al., 2026, “The Short- and Medium-Term Effects of Structural Reforms: A Reassessment,” Economics Department Working 

Paper No. 1867, Paris: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), June 15. 
Emanuel, Natalia et al., 2026, “Remote Work Leaves Younger Workers Sidelined,” Liberty Street Economics, New York: Federal Reserve Bank of 

New York, June 1. 
Financial Times (Thomas Hale), 2026, “China’s Economy Shows Signs of Weakness in May,” June 16.  
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Hanno Mußler and Inken Schönauer), 2026, „Interview mit Martin Herrenknecht: ‚Unser Land ist auf dem 

Weg zu einer Bananenrepublik‘“, June 8. 
Frohm, Erik et al., 2026, “Current Account Imbalances, Facts, Drivers, and Policy Challenges,” Economics Department Working Paper No. 1869, 

Paris: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), June 30. 
Huang, Tianlei (黄天磊), 2026, “Why China’s Housing Policies Have Failed,” Working Paper 25-9, Washington, D.C.: Peterson Institute for 

International Economics (PIIE), June. 
Korinek, Anton and Patrick McKelvey, 2026, “Where is AI in GDP Statistics? Filling the Measurement Gap,” Policy Paper 26-9, Washington, D.C.: 

Peterson Institute for International Economics (PIIE), May. 
Korinek, Anton and Patrick McKelvey, 2026, “Measuring the AI Economy,” Policy Paper 26-7, Washington, D.C.: Peterson Institute for International 

Economics (PIIE), May. 
Le Temps (Aline Bassin), 2026, «Victorieuse, l’alliance entre la gauche et les milieux économiques va-t-elle survivre à l’initiative ‹Pas de Suisse à 10 

millions!›?», June 14. 
New York Times (Javier C. Hernández et al.), 2026, “How Japan Lost 3 Million People in Five Years,” May 29. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2026, “OECD Economic Outlook, Volume 2026 Issue 1: Under Pressure,” Paris, June 3. 
Popescu, Adina et al., 2026, “Unleashing Potential: Structural Reforms for Boosting Long-Term Growth,” Selected Issues Paper SIP/2026/048, 

Washington, D.C.: International Monetary Fund (IMF), June 22. 
Prokopenko, Alexandra (Александра Прокопенко), 2026, “Putin’s System Is in a State of Slow Implosion: Look to the Erosion of Fiscal Discipline 

to See Where the Problems Lie,” Financial Times, June 24. 
Visual Capitalist (Gabriel Cohen), 2026, “Mapped: How Japan Lost Its Economic Dominance in Asia,” June 12. 
Wall Street Journal (Dan Frosch), 2026, “Americans Are Falling behind on Their $1.25 Trillion Credit-Card Bill,” May 29. 
Wirtschaftsforum der SPD e. V., ed, 2026, Germanomics: Neue Antworten für Wachstum und Wohlstand, Bonn: Verlag J.H.W. Dietz Nachf. GmbH, June. 
World Economic Forum (WEF), 2026, “Deepening Divides: The Cost of a More Fragmented Financial System,” Geneva, June.  

 
マクロ経済: Macroeconomics—Conferences, Workshops and Seminars 
June 2: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “The Powell Years at the Fed: A retrospective.” 
June 11: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “The Florence Report: An agenda for Europe.” 
June 18: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “Ukraine's Fiscal and Financial Challenges.” 
June 26: (Brussels) Bruegel: “Quantifying the Benefits of Reducing EU Banking System Fragmentation.” 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Books, Papers, and Articles 
Economist, 2026, “Dimming Prospects: China’s World-Beating Solar Industry Is in Turmoil: The Gulf War Won’t Save It,” May 26. 
Financial Times (Fabrice Deprez), 2026, “Russian Drone Hits Nuclear Fuel Site near Chernobyl,” June 7. 
Financial Times (Owen Walker and Andres Schipani), 2026, “Asia Energy Crisis at ‘Worst’ Case Scenario, ADB Warns,” June 11. 
Mazzocco, Ilaria and Ray Cai (蔡睿), 2026, “The New Carbon Order: China’s Response to Europe’s CBAM,” Washington, D.C.: Cener for Strategic 

and International Studies (CSIS), June 15. 
Rueda, Ismael Arciniegas et al., 2026, “Supply Chain, Energy, and AI Nexus: Evaluating AI Energy Supply Chain Vulnerabilities,” Santa Monica, 

CA: RAND Corporation, June 25.  
Star, Andrew et al., 2026, “Assessing the Role of Hydrogen in California’s Decarbonizing Electric System,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, 

June 29. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “China Cooks the Carbon Emissions Books: Beijing Redefines a Key Metric to Make Itself Look Greener,” May 31. 
Wall Street Journal (Jason Douglas and Junko Fukutome), 2026, “Does the World Need Chinese Rare Earths? Not Necessarily, Say These Companies 

[世界离不开中国稀土? 这三家公司称未必如此],” June 2. 

 

資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Conferences, Workshops and Seminars 
June 4: (Brussels) Bruegel: “Mobilising Capital for Europe’s Green Transition: Where Do We Stand?” 
June 24: (a hybrid event, London) Chatham House: “Can Cities and States Lead the Shift to Climate Resilience?” 
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歴史を学ぶ事は、決して、過去の部分的特殊性を援用して、現在の部分的特殊性

を正当化することではありません。 過去の一時代の嵌(は)め絵から、 一定の形を

抜き出して来て、現代の一部分の形にあてはめて、快哉を叫ぶことではありません。

それは単に歴史をおもちゃにすることであり、子供の遊びであります。(三島由紀夫)

Learning from history should never mean fastening upon a particular aspect of a particular era and using 
it as a model to reform a particular aspect of the present. To take out of the jigsaw puzzle of the past a 
piece with a set form and attempt to fit it into the present is not an enterprise that could have a happy 
outcome. To do so is to toy with history a pastime fit for children. (Yukio MISHIMA, a Japanese novelist) 
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外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Books, Papers, and, Articles 
Australian Broadcasting Corporation (ABC) (Stephen Dziedzic and Kai Feng), 2026, “Four New Zealand MPs Banned from China, Hong Kong and 

Macau after Taiwan Trip,” June 4. 
Blanchette, Jude and Richard McGregor, 2026, “After the Invasion: China Considers the Problem of Ruling Taiwan,” Santa Monica, CA: RAND 

Corporation, June 26. 
Bloomberg, 2026, “China Makes New US Warship Target for Missile Tests, Images Show,” June 25. 
Bondar, Kateryna and Matt Mande, 2026, “Defining Autonomy: Why Software, Not Drones, Will Decide the Next War,” Washington, D.C.: Center 

for Strategic and International Studies (CSIS), June 10. 
Breaking Defense, 2026, “How the US, Allies and Adversaries See the Future of Drone Wingmen,” May 27. 
Breaking Defense (Mark Pomerleau), 2026, “Cyber Innovation Warfare Center Will Pair Industry Side-by-Side with Operators, June 4. 
Breaking Defense (Diana Stancy), 2026, “A Navy Carrier Is About to Deploy with a Robot Ship. Could It Change the Service Forever?” June 4. 
Breaking Defense (Ashley Roque), 2026, “Under ‘Drone Dominance’ Push, Pentagon Begins Receiving Small Drones,” June 5. 
Breaking Defense, 2026, “Automation vs Autonomy: What Will Shape the Future of Battlefield Drones?” June 22. 
Breaking Defense (Elisabeth Gosselin-Malo), 2026, “War Robots Invade Eurosatory 2026 as Interest Grows in UGVs after Use in Ukraine,” June 22. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Grace Eliza Goodwin), 2026, “Hegseth Attacks Europe over Migration with Beach 'Invasion' D-Day Speech,” 

June 7. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Zoe Corbyn), 2026, “Could Humanoid Robots Be Heading for the Battlefield?” June 8. 
Cable News Network (CNN) (Simone McCarthy), 2026, “China Is Counting Its Wins from the Iran War,” June 21. 
Cable News Network (CNN) (Zahra Ullah et al.), 2026, “Power Outages, Fuel Bans and No Summer Camps: Crimea Placed under State of Emergency 

as Ukraine Steps up Pressure on Putin,” June 26. 
Clinton, Hillary Rodham, 2026, “The World May Not Like Trump’s Gaza Plan — but There Is No Alternative,” Financial Times, June 18. 
CNBC (Anniek Bao), 2026, “Pentagon Expands List of China Military-Linked Firms to Include Alibaba, Baidu in Fresh Blow to Diplomatic Thaw,” June 8. 
Dannhauer, Pia, 2026, „Südostasien – mehr als ein Nebenschauplatz im Indo-Pazifik/ Die strategische Bedeutung der Region für die deutsche 

Außenpolitik“, SWP-Aktuell 2026/A 32, Berlin: Stiftung Wissenschaft Politik (SWP), June 30. 
Die Zeit, 2026, „AfD-Politiker bei Putin-Treffen - Kritik in Berlin“, June 3. 
Die Zeit, 2026, „Vieraugengespräch im Kreml: Schröders Rolle weiter offen“, June 5. 
DiPippo, Gerald et al., 2026, “China’s Techno-Industrial Strategy in the Xi Era: Producing under Pressure,“ Santa Monica, CA, RAND Corporation, 

June 11. 
Duclos, Michel, 2026, “What Is the Status of Middle Powers?” Paris: Institut Montaigne, May 29. 
Economist, 2026, “Who’s Afraid of the Bundeswehr? Why France Is Uneasy about German Rearmament: Germany Could Become the Benchmark 

Military Power in Europe,” June 3. 
Economist, 2026, “Xi Jinping Gives China’s Crack Scientists New Jobs inside Government: Tech Rivalry Is Reshaping the Ruling Elite,” June 4. 
Economist, 2026, “The Kids Are All Red: Germany’s Left-Wing Die Linke Party Has Won over the Young,” June 17. 
Economist, 2026, “Meet the World’s New Peacemakers: Autocracies Are Taking over Conflict Mediation. The Deals They Are Making Look Different,” 

June 18. 
Economist, 2026, “Russia’s Crimean Conquest Is Turning into a Deadly Mess: Ukrainian Drones Have Made the Resort Region a Battlezone,” June 23. 
Financial Times (Laura Pitel and Anastasia Stognei), 2026, “Senior Official from Germany’s AfD Meets Top Kremlin Associates,” June 3. 
Financial Times (Andreas Paleit), 2026, “Defence Companies Climb FT Ranking of Top European Employers,” June 3. 
Financial Times (Charles Clover and Richard Milne), 2026, “Russia Could Use Drone Edge to Threaten Baltics, Warns Latvian General,” June 3. 
Financial Times (Edward Luce), 2026, “Trump Says Netanyahu Will Have ‘No Choice’ but to Accept a Deal with Iran,” June 7. 
Financial Times (Mercedes Ruehl), 2026, “Switzerland Weighs Franco-Italian Alternative to US Air Defences,” June 8. 
Financial Times (Joe Leahy and Andy Bounds), 2026, “China Cancels High-Level Meetings with EU,” June 11. 
Financial Times (Andy Bounds and Henry Foy), 2026, “EU Delays Trade Confrontation with China,” June 18. 
Financial Times (Daniel Tudor), 2026, “Is This Teenage Girl North Korea’s Next Dictator?” June 24. 
Forbes (Zachary Folk), 2026, “Could Bab Al-Mandeb Be the Next Strait of Hormuz? Iran Suggests Targeting New Front,” June 1. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Berthold Kohler and Eckart Lohse), 2026, „Angela Merkel im Interview: ‚Die Neugierde für neue Ämter habe 

ich nicht‘“, June 5. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Markus Wehner), 2026 „Bürgermeister von Leipzig: ‚Die AfD schwappt sozusagen vom Land in die Stadt 

hinein‘“, June 8. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Michaela Wiegel et al.), 2026, „Berlin überrascht Paris mit Aus für Kampfflugzeugprojekt“, June 8. 
Frieden, Jeffry, 2026, “The Cost of Geoeconomic Coercion,” Finance & Development, Vol. 63, No. 2 (June), pp. 31-33, Washington, D.C.: International 

Monetary Fund (IMF). 
Garafola, Cristina L. et al., 2026, “The People’s Liberation Army Navy’s Approach to Maintenance Management: Cooking Dumplings in a Teapot,” 

Santa Monica, CA: RAND Corporation, June 18. 
Global Times, 2026, “Brunson’s ‘Dagger’ Controversy Exposes US Dilemma in Maintaining Asian Hegemony,” May 31. 
Godehardt, Nadine and Oliver Dieckmann, 2026, „China als Zeremonienmeister der Weltpolitik: Die Gipfeltreffen von Xi Jinping mit Donald Trump 

und Wladimir Putin“, SWP-Aktuell 2026/A 28, Berlin: Stiftung Wissenschaft Politik (SWP), June 12. 
Handelsblatt (Dana Heide), 2026, „UN-Sicherheitsrat: Wie es zu Deutschlands historischer Niederlage kam“, June 3. 
Haass, Richard and David Sacks, 2026, “China Could Win Taiwan without Fighting: The Cost of Trump’s Equivocation,” Foreign Affairs, June 22. 
Hass, Ryan et al., 2026, “Cross-Strait Crossroads: Pathways for America’s Taiwan Policy,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, June 16. 
Hill (Filip Timotija), 2026, “Helicopter Crew Rescued by Unmanned Navy Vessel near Strait of Hormuz,” June 9. 
Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Lí Jīyín (黎积银)), 2026, “Zhù Hán Měijūn Sīlìng ‘Bǐshǒu Lùn’ Bèi Pī Yuè Xiàn, Hán 

Méi: Wúduān Cìjī Zhōngfāng, Gèng Lìng Hánguó Gǎndào Bùshì [The US Forces Korea commander's "dagger" remark has been criticized as 
crossing a line; South Korean media say it unnecessarily provoked China and made South Korea even more uncomfortable/驻韩美军司令‘匕首
论’被批越线, 韩媒: 无端刺激中方, 更令韩国感到不适],” June 1. 

Hussain, Zain, 2026, “Military Assistance Provided by the EU and Other External Actors to the EU’s Southern Neighbourhood, 2010–25,” Solna: 
Stockholm International Peace Research Institute (SIPRI), June. 

Interfax («Интерфакс»), 2026, «Зампред фракции "Альтернатива для Германии" на встрече с Миллером призвал перезапустить "Северный 
поток" [The deputy AfD chairman called for the restart of Nord Stream at a meeting with Miller]», June 3. 

Jensen, Benjamin and Yasir Atalan, 2026, “The AI Escalation Danger Trump and Xi Must Address,” Washington, D.C.: Center for Strategic and 
International Studies (CSIS), May 12. 
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幸福の思い出ほど、幸福をさまたげるものはない。  
                                                (アンドレ・ジッド) 

Nothing thwarts happiness so much as the memory of happiness.   
[Rien n'empêche le bonheur comme le souvenir du bonheur.]                       (André Gide)  
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Jūnshì píndào/Junshi Pindao (military.cctv.com/«军事频道»), 2026, “Liáoníng Jiàn Biānduì Duōcì Chǔzhì Rìfāng Zīrǎo Tiǎoxìn Zhuānjiā Xiángjiě 
Xìjié [Liaoning Aircraft Carrier Strike Group Handles Multiple Provocations and Disturbances by Japanese Forces; Experts Explain Details/辽
宁舰编队多次处置日方滋扰挑衅 专家详解细节],” June 22. 

Kim, Patricia M., 2026, “Why ‘China First’ Will Fail: The Limits and Lessons of a Transactional Foreign Policy,” Foreign Affairs, June 23. 
Kotani, Tetsuo (小谷哲男), 2026, “Borderlands: China’s Gray-Zone Strategy in the East China Sea: Upping the Ante,” Seattle, WA: National Bureau 

of Asian Research (NBR), June 25. 
Liánhé Zǎobào/Lianhe Zaobao («联合早报») (Móu Zōnghàn (缪宗翰)), 2026, “Zhōngguó «Mínzú Tuánjié Jìnbù Cùjìn Fǎ» Xià Yuè Shànglù Xuézhě: 

Qiánghuà ‘Zhōnghuá Mínzú Gòngtóngtǐ’ Dà Yītǒng Gàiniàn [China’s Law on Promoting Ethnic Unity and Progress Takes Effect Next Month; 
Scholars: Reinforces the Unified Concept of a ‘Community for the Chinese Nation’/中国«民族团结进步促进法»下月上路 学者: 强化‘中华
民族共同体’大一统概念],” June 24. 

Mead, Walter Russell, 2026, “Pete Hegseth Goes to Asia: Allies Try to Reconcile the Secretary’s Careful Speech with Trump’s Social-Media Blasts.” 
Wall Street Journal, June 1. 

National Interest (Peter Suciu), 2026, “The UK Is Selling Old Warships to South America—at a Steep Discount,” June 3. 
Naval News (Kosuke Takahashi (高橋浩祐)), 2026, “U.S. Eyes Warships from Japanese and South Korean Shipyards,” June 4. 
NBC News (Kyle Stewart and Raquel Coronell Uribe), 2026, “House Passes Ukraine Aid Bill in Another GOP Rebuke of Trump’s Foreign Policy,” June 5. 
New York Times (Greg Jaffe and Kate Kelly), 2026, “Hegseth Strikes Female and Black Navy Officers from Promotion List,” June 1. 
New York Times (Constant Méheut), 2026, “Ukraine Turns to Europe as U.S. Steps Back as Mediator in Peace Talks,” June 7. 
New York Times (Nicholas Kulish and Eric Schmitt), 2026, “What to Know about the Sea Drone That Rescued Downed Apache Crew,” June 9. 
New York Times (Javier C. Hernández (赫海威) and Hisako Ueno), 2026, “China Detained 2 Japanese on Suspicion of Smuggling [中国以涉嫌走私

禁运产品拘留两名日本公民],” June 24. 
New York Times (Lily Kuo (郭莉莉) et al.), 2026, “China’s Latest Pressure Tactics Are Tightening the Screws on Japan [中国加大对日本施压力度, 

变相禁止稀土出口],” June 30. 
Ong, Lynett et al., 2026, Outsourcing Surveillance: Online Opinion Management in China, New York: Cambridge University Press, May. 
Rachman, Gideon, 2026, “America’s Allies Look to Declare Independence from the US,” Financial Times, June 22. 
RBC.ru («РБК»), 2026, «Военная операция на Украине: Путин назвал базу для переговоров с Украиной [Military operation in Ukraine: Putin 

outlines basis for negotiations with Ukraine]», June 24. 
Remler, Daniel, 2026, “Understanding the National Security Risks of China’s Advanced AI,” Washington, D.C.: Center for a New American Security 

(CNAS), June 12.  
Rénmín Rìbào/Renmin Ribao, 2026, “Xí Jìnpíng Jiāng duì Cháoxiǎn Mínzhǔ Zhǔyì Rénmín Gònghéguó Jìnxíng Guóshì Fǎngwèn Wàijiāobù Jièshào 

Yǒuguān Ānpái [Xi Jinping will pay a state visit to the Democratic People's Republic of Korea. The Ministry of Foreign Affairs introduced the 
relevant arrangements/习近平将对朝鲜民主主义人民共和国进行国事访问 外交部介绍有关安排],” June 6. 

Reuters (Karen Laema and Greg Torode), 2026, “Satellite Images Show Suspected Structure at Disputed South China Sea Atoll, but Later Gone,” June 4. 
Reuters (Luiza IIie), 2026, “Drone Explodes in Romanian Port as Ukraine Blames Russa for Jamming It,” June 5. 
Reuters, 2026, “Taiwan, China Coast Guards in Renewed Standoff at Top of South China Sea,” June 5. 
Reuters (Joshua McElwee and Charlie Devereux), 2026, “Pope Urges Leaders to Stop Dividing as He Meets Migrants, Youth in Spain,” June 6. 
Scholz, Tobias, 2026, „Indiens Weltraumpolitik: Interessen, internationale Kooperation und Zielkonflikte“, SWP-Studie 2026/S 11, Berlin: Stiftung 

Wissenschaft Politik (SWP), May 18. 
South China Morning Post (Sam Beltran), 2026, “Germany Blurs Defence Lines with Bet on Philippines’ Old US Base,” June 20. 
South China Morning Post (Alyssa Chen), 2026, “Japan’s Defence Outreach to Counter China’s Military Rise Hits Hidden Roadblocks,” June 23. 
Sperisen, Benjamin et al., 2026, “AI Agents Put Offensive Cyber within Reach of Novices: Comparing the Performance of AI Agents to Humans in 

Offensive Cyber Operations,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, June 25. 
Stewart, Ruben, 2026, “A European Way of War without the United States,” London: International Institute for Strategic Studies (IISS), June 15. 
United Kingdom Government, Security Service (MI5), 2026, “Five Eyes Joint Bulletin – Safeguarding Our Secrets,” London, June 3. 
United States Government, Department of War (DoW), 2026, “DOW Releases List of Chinese Military Companies in Accordance with Section 1260H 

of the National Defense Authorization Act for Fiscal Year 2021,” Arlington, VA, June 8. 
United States Government, White House, 2026, “Fact Sheet: President Donald J. Trump Promotes Advanced Artificial Intelligence Innovation and 

Security,” Washington, D.C., June 2. 
United States Government, White House, 2026, “America 250: Presidential Message on the Anniversary of the Battle of Midway,” June 4. 
United States Government, White House, 2026, “National Security Presidential Memorandum/NSPM-11,” June 5. 
USNI News (Aaron-Matthew Larios), 2026, “U.S. Coast Guard Patrols near Scarborough Shoal with Philippine Forces amid Concerns of Potential 

Chinese Build-Up,” May 28. 
Wall Street Journal (Bojan Pancevsk), 2026, “Putin’s Inner Circle Travels on Western-Made Private Jets Despite Sanctions,” June 5. 
Wall Street Journal (Tom Fairless), 2026, “Switzerland’s Radical Proposal on Immigration: Cap the Population,” June 11. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang and Tracy Qu), 2026, “DeepSeek Becomes China’s Most Valuable AI Startup after $7.4 Billion Fundraise 

[DeepSeek 融资超 74 亿美元, 估值在中国 AI 初创企业中最高],” June 16. 
Wall Street Journal (Niharika Mandhana at al.), 2026, “How China’s Navy Is Tightening the Noose on Taiwan [中国海军如何步步收紧对台湾的绞

索],” June 19. 
Wall Street Journal (Mike Cherney), 2026, “China’s Latest Tool to Control a Disputed Atoll: A Strange Floating Platform [中国控制争议岛礁的新

工具: 一个奇特浮动平台],” June 22. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “What the West Can Learn from China—Without Becoming It [西方可以如何‘偷师’中国, 同时又保持自

我],” June 23. 
Wall Street Journal (Rory Jones et al.), 2026, “How China Undercuts the U.S. in Iran [中国正吸引全球转向人民币并削弱西方制裁],” June 23. 
Walt, Stephen M., 2026, “Trump Should Just Admit He Screwed Up: The Iran War Was Obviously a Mistake. Why Not Say So?” Foreign Policy, May 28. 
Washington Post (Dan Lamothe), 2026, “Hegseth Thwarted Internal Efforts to Extend Key Army General’s Career,” June 24. 
Xinhua, 2026, “Japan's Defense White Paper Outline Revealed by Media,” June 4. 
Xīnhuá Wǎng (Xinhuanet/«新华网»), 2026, “Quánguó Rénmín Dàibiǎo Dàhuì Chángwù Wěiyuánhuì Gōnggào [Announcement of the Standing 

Committee of the National People's Congress/全国人民代表大会常务委员会公告],” June 26. 
Xīnlàng Cáijīng (finance.sina.com.cn/«新浪财经»), 2026, “2026-nián Guójì Zhànlüè Yánjiūsuǒ Xiānggélǐlā Duìhuàhuì Jīngcǎi Yǔlù: Jùjiāo Fángwù, 

Duōbiān Zhǔyì yǔ Yàtài Dìqū [Highlights from the 2026 Shangri-La Dialogue hosted by the International Institute for Strategic Studies: Focusing on 

defense, multilateralism, and the Asia-Pacific/2026 年国际战略研究所香格里拉对话会精彩语录: 聚焦防务、多边主义与亚太地区],” May 31. 
Yayboke, Erol and Nickolas Wilcox, 2026, “Irregular Warfare: Winning the Cognitive Domain,” Washington, D.C.: Center for Strategic and 

International Studies (CSIS), June 18. 
Zhōngyāng Tōngxùnshè/Zhongyang Tongxunshe (Central News Agency (CNA)/(中央通訊社)) (張淑伶), 2026, “Zhōngguó Mínzú Tuánjié Cùjìn Fǎ 

Yǐn Zhēngyì Guānfāng Chì Yǒuxiē Rén Wāiqū Jiědú [China's law on promoting ethnic unity sparks controversy; officials denounce distorted 
interpretations by some/中國民族團結促進法引爭議 官方斥有些人歪曲解讀],” June 24. 
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独裁者は、最終的には行動に関する一切を取り仕切る唯一の人間と

なる。 全ての価値観を自分の価値観に吸収し、全ての見解を削除し

自分自身の見解にする。他の人々は独裁者自身の考えの道具となる。

道具となった彼等に、独裁者は自分が最も正しく、最も洞察力のある

人だと信じさせる。何故ならば世の中が混乱と当惑の時代において、

独裁者の考えが最も大胆で、幸福をもたらすものに映るからである。

独裁者は、無能或いは腐敗した体制に揺さぶりをかけて、彼にとって

不適格乃至無能な人々を追い払ってきたからだ。 
                                      (ポール・ヴァレリー) 

The dictator finally remains the sole possessor of action in its fullness. He absorbs all values into his own and reduces 
all views to his. He makes other individuals the instruments of his thought, which he expects everyone to believe is the 
most just and the most penetrating of all, since it proved the boldest and most successful at the time of national disturbance 
and aberration. He has overturned an impotent or decayed régime, expelled unworthy or incapable men. 

[Le dictateur demeure enfin seul possesseur de la plénitude de l’action. Il absorbe toutes les valeurs dans la sienne, 
réduit aux siennes toutes les vues. Il fait des autres individus des instruments de sa pensée, qu’il entend qu’on croie la 
plus juste et la plus perspicace puisqu’elle s’est montrée la plus audacieuse et la plus heureuse dans le moment du trouble 
et de l’égarement public. Il a bousculé le régime impuissant ou décomposé, chassé les hommes indignes ou incapables.] 

                                                                                   (Paul Valéry)  

 
 

 
Jun Kurihara; 栗原 潤 

6 

外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Conferences, Workshops and Seminars 
May 27: (a hybrid event, London) Chatham House: “US at 250: Internationalism vs. Isolationism – America’s Enduring Foreign Policy Debate.” 
June 3~6: (St. Petersburg) Roscongress Foundation (Фонд «Росконгресс»): “The St. Petersburg International Economic Forum (SPIEF) 2026. 

(Петербургский международный экономический форум (ПМЭФ)).” 
June 10: (an online event, London) Chatham House: “Is the Middle East Splitting into Rival Blocs?” 
June 15~19: (Paris) Groupement des Industries Françaises de Défense et de Sécurité Terrestres et Aéroterrestres (GICAT): “Eurosatory 2026.” 
June 22: (Brussels) Bruegel: “EU and India amidst Global Geopolitics.” 
June 23: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “Achieving U.S. Strategic Priorities in Quantum Networking.” 
June 24: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “China’s AI Capabilities and the Risks to U.S. National 

Security.” 
Jund e0: (Washington, D.C.) Center for Strategic and International Studies (CSIS): “026 Global Security Forum, America at 250: A Defining Moment 

for American Statecraft and Military Power.” 

 
その他—Information in Other Fields 
Barez, Fazi, 2026, “AI Robots Can Go Rogue—A Researcher on How Easily It Happens,” Conversation, June 15/ 
Blayer, Ran, 2026, “The UK Wealth Exodus: How to Manage the Reputation Risk,” Forbes, June 9. 
Bloomberg (Debby Wu), 2026, “TSMC Warns Chip Supply Won’t Meet AI-Fueled Demand for Years,” June 4. 
Bloomberg (Julia Fanzeres), 2026, “US Tech Sector Announces Most Job Cuts in Nearly Two Years,” June 4. 
Bloomberg (James Mayger), 2026, “China Speeds Past Japan in Australian Car Imports on EV Bonanza,” June 5. 
Bloomberg, 2026, “Xi Pressures Takaichi by Throttling Key Mineral Exports to Japan,” June 24. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Nikki Fox and Matt Precey), 2026, “Thousands of Patient Records Taken in Cyber Attack,” June 8. 
Business Times, 2026, “China Builds an Economic Fortress as Global Tensions Rise,” June 7. 
Cable News Network (CNN) (Yumi Asada and Kathleen Magramo), 2026, “A Japanese Mayor Is Making History—by Taking Maternity Leave,” June 8. 
China Daily, 2026, “China Remains World's Top Contributor to High-Quality Research: Nature Index,” June 11. 
Chowdhry, Sonali et al., 2026, “Competing with China in Third Markets,” Policy Brief No. 213, Kiel: Kiel Institut für Weltwirtschaft, (IfW Kiel) (Kiel 

Institute for the World Economy), June 1. 
CNBC (Evelyn Cheng and Anniek Bao), 2026, “China Poaches More AI Talent from the U.S. As It Eyes the Next ‘Super-App,’” June 5. 
Donato, Giovanni and Emmanouil Kitsios, 2026, “ASEAN’s Trade and Investment in a Fragmented World,” WP/26/118, Washington, D.C.: 

International Monetary Fund (IMF), June 12. 
Duchâtel, Mathieu, 2026, “Semiconductors in EU–Taiwan Relations: Bridging Gaps, Building Trust,” Paris: Institut Montaigne, April. 
Economist, 2026, “America’s Carmakers Cannot Escape Chinese EVs for Ever: Can They Stay Relevant?” June 15. 
Economist, 2026, “How China Still Outworks the West: A Medal Scheme Masks the Identity of Its Toughest Labourers,” June 18. 
Economist, 2026, “Why Big AI Labs Are Hiring So Many Philosophers: The Technology Presents All Sorts of Thorny Problems—A Philosopher’s 

Favourite Kind,” June 24. 
European Commission, 2026, “Commission Proposes Tech Sovereignty Package to Strengthen Europe's Digital Autonomy and Resilience,” Brussels, June 3. 
Fēngchuánméi/Fengchuanmei (Storm Media/«風傳媒») (林庭瑤), 2025, “Táijīdiàn Shénshān Huì Bèi Fānyuè? Huáwèi, Sānxīng, Yīngtè'ěr Yònglì 

Zhuīgǎn! Wūlíng Xiáng Zhízhǐ Zuìdà Nàntí ‘Zài Zhèlǐ’ [Will TSMC's dominance be overcome? Huawei, Samsung, and Intel are catching up 
fiercely! Wu Ling-hsiang points to the biggest challenge: ‘It's here’/台積電神山會被翻越? 華為、三星、英特爾用力追趕! 烏凌翔直指最大
難題「在這裡」],” June 13. 

Fēngchuánméi/Fengchuanmei (Storm Media/«風傳媒») (張大任), 2025, “Zhōngguó Tínggōng ‘Zhè Yuánliào’ Ràng Rìběn Bàndǎotǐ Yè Guānjiàn 
Chǎnliàng Guī Líng! Wài Méi Diǎnmíng: Táijīdiàn, Sānxīng Dōu Shòu Bōjí [China's halt to the supply of "this raw material" has brought key 
Japanese semiconductor production to zero! Foreign media specifically name TSMC and Samsung as affected. /中國停供「這原料」讓日本半
導體業關鍵產量歸零! 外媒點名: 台積電、三星都受波及],” June 16. 

Financial Times (Demetri Sevastopulo), 2026, “EU Allies Join US Pact to Break Reliance on Chinese AI Supply Chains,” June 23. 
Financial Times (Joe Leahy et al.), 2026, “Robot Nation: China’s Bid to Beat Its Demographic Decline,” June 24. 
Forbes (Andy Molinsky), 2026, “AI Is Making You Faster. It May Also Be Making You Worse at Your Job,” May 25. 
Forbes (Sharon Daniels), 2026, “Hu + AI: The Equation for Superhuman Capabilities,” June 9. 
Forbes (Bernard Marr), 2026, “The Physical AI Boom: 11 Companies Building the Next Tech Revolution,” June 12. 
Geist, Edward et al., 2026, “The Ecology of AI Risk,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, June 29. 
Handelsblatt, 2026, „China hat Tausende deutscher Patente übernommen“, June 2. 
Hong, Lingsheng (洪凌生) 2026, “The EU’s New Economic Security Tools and China’s Countermeasure Calculus,” Diplomat, June 1. 
Long, Joseph et al., 2026, “Analysis of the Manufacturing USA Occupation and Competency Framework,” Advanced Manufacturing Series (NIST 

AMS), Gaithersburg, MD: National Institute of Standards and Technology (NIST), June 2. 
Miller, Chris, 2026, “The China-US Tech Truce Is Fragile: A New Wave of Supply Chain Conflict Is Brewing,” Financial Times, June 2. 
MIT Technology Review (Jessica Hamzelou), 2026, “Brain-Computer Interface Trials Are Taking Off,” June 19. 
Nature (Eser Aygün et al.), 2026, “An AI System to Help Scientists Write Expert-Level Empirical Software,” May 22. 
Nature, 2026, “Nature Index 2026 Research Leaders,” June 10. 
Nature, 2026, “Harvard Loses First Place in Nature Index,” June 10. 
New York Times (Alexandra Stevenson and Murphy Zhao), 2026, “China Builds an Economic Fortress as Global Tensions Rise [中国要求企业出海

前接受国安审查, 构建经济堡垒],” June 5. 
New York Times (Amy Chang Chien and Meaghan Tobin), 2026, “Welcome to the Luxury City Built by Taiwan’s A.I. Boom: Fortunes, Luxury Buildings 

and Birthrates Are Rising in the City at the Center of Taiwan’s Chip Supply Chain. [新竹: 台湾人工智能热潮催生的繁华之城],” June 24. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2026, “AI and Skills,” Policy Brief, Paris, June 5. 
Reuters (Lucy Papachristou), 2026, “Georgia Uncorks the Value of Stalin’s 4,000-Bottle Wine Collection,” May 30. 
Robey, Alexander et al., 2026, “Beyond Alignment: Why Robotic Foundation Models Need Context-Aware Safety,” Science Robotics, Vol. 11, No. 

113 (May 29).  
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自己批判は一種の社会的内部分裂…。共同体に批判的態度で忠誠を尽くす事は不可能

ではないが、その実現は容易ではない。従って如何なる社会でも、批判は忠誠心の欠如

の証左と見做される。                                 (ラインホルド・ニーバー) 

Self-criticism is a kind of inner disunity . . . . While critical loyalty toward a community is not 
impossible, it is not easily achieved. It is therefore probably inevitable that every society should 
regard criticism as a proof of a want of loyalty.                           (Reinhold Niebuhr)  
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South China Morning Post (Alice Li), 2026, “China Rejects OECD Report on Industrial Subsidies as ‘One-Sided’ amid EU Trade Tensions,’ June 4. 
South China Morning Post (Howard Liu), 2026, “Chinese Stat-Up Claims Nanoimprint Tech Can Mass-Produce Optical Chips without ASML Grear” June 8. 
Special Competitiveness Studies Project (SCSP), 2026, “U.S.-Israel Tech Alliance: A Strategic Technology Compact,” Arlington, VA, June 3. 
Special Competitive Studies Project (SCSP), 2026, “ISF Voices 2026: The Robotics Data Gap: How Training Data Pipelines Will Shape the Global AI 

Race,” Arlington, VA, June 22. 
Straits Times (Daryl Loo and Joyce ZK Lim), 2026, “China’s Tech Giants Dangle Annual Pay Packages from $200K to Woo S’pore Trained AI Grads,” May 25. 
Straits Times (Joyce ZK Lim), 2026, “Field Notes from Shenzhen: I Hired a Humanoid Robot to Help Clean My Home. An Auntie Did Most of the 

Chores,” June 9. 
Straits Times, 2026, “AI Robot Cleaners Leave the Lab for China’s Living Rooms,” June 13. 
US-China Business Council (USCBC) (美中贸易全国委员会), 2026, “Member Survey 2026 (中国商业环境调查 2026)”, June 10. 
Vitale, Cristiana and Rosamaria Bitetti, 2026, “Rethinking Professional Services Regulation: New Evidence from the OECD Product Market 

Regulation Indicators,” Economics Department Working Paper No. 1865, Paris: Organisation for Economic Co-operation and Development 
(OECD), June 1.  

Wall Street Journal (Lauren Weber), 2026, “AI Expands from Multibillion-Dollar Enterprises to Main Street,” May 25. 
Wall Street Journal (Bradley Olson), 2026, “Corporate America Is Starting to Ration AI as Cost Skyrockets,” May 28. 
Wall Street Journal (Stephen Wilmot), 2026, “Will Volkswagen’s Massive ‘Made for China’ Bet Pay Off? [大众汽车的豪赌: ‘在中国, 为中国’战略

胜算几何?]” June 1. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “China’s Chip Ambitions Run into a Global Tech Wall [中国芯片雄心仍受制于一堵技术‘高墙’],” June 2. 
Wall Street Journal (Brian Spegele), 2026, “China Tightens Rules on Outbound Investment in Fight for Global Tech Edge [中国收紧对外投资规定, 

力争全球技术优势],” June 1. 
Wall Street Journal (Patrick Thomas), 2026, “China Is Placing Fresh Soybean Orders, USDA Says [美国农业部: 中国正下达新一批大豆订单],” 

June 3. 
Wall Street Journal (Ryan Calo), 2026, “House Robots Are Coming—and They Will Be Dangerously Cute,” June 11. 
Wall Street Journal (Stephen Wilmot and Raffaele Huang), 2026, “Everyone Loves Chinese Cars, Except the Chinese [中国汽车正征服全球, 为何

在本土遭遇滑铁卢?],” June 12. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “China Has Everything for Soccer Greatness. Except a Team: Plus, What Japan and South Korea Did Right 

[中国足球强国梦万事俱备, 为何还是组不出一支强队?],” June 16. 
Wall Street Journal (Amrith Ramkumar et al.), 2026, “Why the Memory Crunch Is Almost Impossible to Solve [存储芯片荒为何短期内几乎无解?],” 

June 19. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang), 2026, “Chinese Supercomputer Overtakes U.S. as World’s Fastest [中国超算‘灵晟’登顶全球超算 Top500 榜

单],” June 24. 
Wall Street Journal (Robert McMillan et al.), 2026, “China Has Matched Anthropic in Cybersecurity, Resetting AI Race [中国 AI 在网络安全领域

比肩 Anthropic, 全球科技竞争格局或将重塑],” June 27. 
Wall Street Journal (James T. Areddy), 2026, “Guo Wengui, China Critic and Tycoon, Sentenced to 30 Years for Fraud [郭文贵因欺诈罪在美被判

30 年监禁],” June 29. 
Wall Street Journal (Ellie Davis and Andrew Mollica), 2026, “How Western Automakers Are Losing Their Grip on the Chinese Market [西方车企是

如何失去对中国汽车市场掌控权的?],” June 30. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “Beyond Politics: A China-Born Journalist’s American Story [一封愤怒的电邮和影响一生的回复: 我如

何踏上赴美学习新闻之路],” June 30. 
Washington Post (Michelle Ye Hee Lee and Chie Tanaka), 2026, “Inside Japan’s Billion-Dollar Quest to Help a Sleep-Starved Nation Rest,” June 23. 
Xīnlàng Cáijīng/Xinlang Caijing («新浪财经»), 2026, “Lǐ Kē Tòulù Bǐyǎdí Zhèng Kāifā Rénxíng Jīqìrén, Wèilái Yǒuwàng Yòng zài 4S-Diàn Dāng 

Dǎogòu [Li Ke revealed that BYD is developing humanoid robots, which are expected to be used as sales guides in 4S stores in the future/李柯
透露比亚迪正开发人形机器人， 未来有望用在 4S 店当导购],” May 27. 

Yu, Sunny et al., 2026, “Cognitive Offloading and the Speedup Illusion in Human-AI Interaction,” arXiv.com, May 22. 
Zegart, Amy and Emerson Johnston, 2026, “Update: DeepSeek AI and the Great Talent Competition,” Stanford, CA: Hoover Institution, Stanford 

University, June 15. 
Event: May 29: (an online event, Washington, D.C.) Brookings Institution: “AI and the Future of Teaching and Learning.” 
Event: May 30: (an online event, Arlington, VA) Special Competitive Studies Project (SCSP): “China’s Top AI Talent Can’t Leave the Country—Here’s 

What Beijing Is Afraid of.”  
Event: June 9: (an online event, London) Chatham House: “AI, Work, and the Future of Global Competitiveness.” 
Event: June 10: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “The USMCA Review: Where Is It Going?” 
Event: June 10: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “AI and Economic Mobility: Opportunities and Challenges.” 
Event: June 11: (Washington, D.C.) Congress, Senate Committee on Banking, Housing, and Urban Affairs: Hearing on “AI and the American Dream: 

Promoting Innovation, Affordability, and American Dominance.” 
Event: June 22: (Brussels) Bruegel: “Europe’s Policy Options for AI in the Midst of US-China Strategic Competition.” 
Event: June 23: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “Geopolitics and Global Value Chains: 

Implications for Trade Policy and Development in Asia.” 
Event: June 29: (Brussels) Bruegel: “From AI Adoption to Competitiveness: How Can European Enterprises Help Close the Gap?” 

 

3. 編集後記 

AI の能力や限界に関する友人達との議論が果てしなく続いている。 
小誌の 5 月号・6 月号で触れた本、即ち米 think tank 外交問題評議会(CFR)のセバスチャン・マラビー氏の著書(The Infinity Machine: Demis Hassabis, 

DeepMind, and the Quest for Superintelligence, Mar. 2026)を夢中になり、友人達と議論している。マラビー氏は The Man Who Knew: The Life and Times of 
Alan Greenspan (邦訳: 『グリーンスパン: 何でも知っている男』)という本でも有名だが、彼の筆致が素晴らしい。The Infinity Machine ではノーベル
化学賞受賞者でAI 研究者のハサビス氏との対話を基に同書を著した。ハサビス氏とノーベル物理学賞受賞者のペンローズ氏や科学者のベンジオ氏
との論争、またハイゼンベルクが Heligoland に引き籠もり思索した如く、ハサビス氏も静かな思索の地を求めている事を記している興味深い本だ。  

筆者は AI を開発出来ないが、誤用を極力避け、AI を活用し自分の満足度を高めたいと考えている。  以上 
(編集責任者) 栗原 潤 
キヤノングローバル戦略研究所  研究主幹 

Jun KURIHARA 
Research Director, Canon Institute for Global Studies 

〒100-6511  東京都千代田区丸の内 1-5-1 新丸の内ビルディング 11 階 Tel: +81-(0)3-6213-0550 (代) Kurihara.Jun@gmail.com 
過去の Cambridge Gazette はネット上で見ることが出来、ダウンロードも出来ます。ネット上でキヤノングローバル戦略研究所のウェブサイトに行き、そこで栗原のコラム・論文

の欄をクリックして頂ければ、バックナンバー全てを見ることが出来ます。  
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Appendix 1/付属資料 1 
  

Figure 1  Percentage Reporting That Generative AI Helped Compensate for  
Worker Shortage/Skill Gap, among SMEs Using Generative AI and Experiencing Shortage/Gap 
図 1  生成 AIを活用し、かつ人員不足・技量問題を抱える中小企業のうち、 

生成 AIが役に立っていると回答した比率 (%) 
 

 
       人員不足に役立っている               技量の欠如や未経験の問題に役立っている 

 
Note: SMEs using generative AI were asked: “Did generative AI help your company compensate for this worker shortage (the lack of skills or experience)?” 

Original Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “Generative AI and the SME Workforce: New Survey Evidence,” Paris, 
November 5, 2025, https://doi.org/10.1787/2d08b99d-en. 

Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “AI and Skills: What We Know So Far,” Policy Brief, Paris, June 5, 2026, p. 6. 

 

 

Appendix 2/付属資料 2 
 
 

Figure 2  Retention Data for 271 DeepSeek Researcher with Affiliation Data 
図 2  DeepSeekの研究者の定着状況(国別・所属組織別) 

 
Source: Zegart, Amy and Emerson Johnston, “Update: DeepSeek AI and the Great Talent Competition,” Stanford, CA: Hoover Institution, Stanford 

University, June 15, 2026, p. 13. 
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終わりが中国、19人 
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終わりも中国、53人 


